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第３章  事業分野別の取組み 

（中略） 

 

＜治水事業＞ 

１ 重点的、効果的かつ効率的な実施に向けた取組み 

治水事業を進めるに当たり、事業箇所の重点化による事業効果の早期発現を図るととも

に、ダム等の既存治水施設の有効活用や水防活動等との連携による既存治水施設の適正な

維持管理に努める。また、地方公共団体、学識経験者、関係住民の意見を適切に反映した

河川整備計画の作成に努めるとともに、流域や河川の個性を活かした川づくりを進めるた

め、市民団体や地域住民等との連携を積極的に図る。治水事業の基本施策としては、以下

に示すものを基本とする。 

 

（１）安全で安心できる災害に強い国土づくり 

平成12年東海豪雨に見られるように頻発する水害、土砂災害に対応するため、治水施設

の整備水準の向上を計画的に進める。特に、近年の集中豪雨の多発等に対応し、都市域に

おける浸水被害解消のため、下水道との連携を図りながら都市雨水対策を進める。また、

ソフト対策の充実と併せて、被害の軽減を図る。さらに、きれいな水の確保を図るととも

に、想定している計画を超えるような降雨等による被害を最小化するための危機管理施策

を推進する。 

（２）美しい国土づくり 

国民の川づくりへの積極的な参画や環境問題への関心の高まりを踏まえ、動植物の生息

生育空間である河川において、河川と人との関わりの再構築を目指し、豊かで美しい自然

環境の保全と再生を図るとともに、河川を活かした地域づくり等を推進する。 

 

２ 事業の概要 

（１）安全で安心できる災害に強い国土づくり 

○洪水による氾濫から守られる区域の割合 

【約58％(H14)→約62％(H19)】 

○床上浸水を緊急に解消すべき戸数 

【約９万戸(H14)→約６万戸(H19)：下水道と共同】 

○土砂災害から保全される戸数 

【約120 万戸(H14)→約140 万戸(H19)：急傾斜と共同】 

【うち災害弱者関連施設数 約3,100 施設(H14)→約4,100 施設(H19)：急傾斜と共同】 

○地震時に防護施設の崩壊による水害が発生する恐れのある地域の解消  

【面積：約13 千ha(H14)→約10 千ha(H19)：海岸と共同】 
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○河川における汚濁負荷削減率               【H19 までに13％削減】 

（２）美しい国土づくり 

○失われた自然の水辺のうち、回復可能な自然の水辺の中で再生した水辺の割合 

      【H19までに約２割再生：海岸と共同】 

○失われた湿地や干潟のうち、回復可能な湿地や干潟の中で再生したものの割合 

      【H19までに約３割再生：港湾と共同】 

 

＜急傾斜地崩壊対策事業＞ 

１ 重点的、効果的かつ効率的な実施に向けた取組み 

（１）急傾斜地の崩壊による災害からの安全・安心の確保 

全国各地で頻発している急傾斜地の崩壊による災害から国民の生命を守るため、危険性

の高い箇所等から重点的かつ効果的に急傾斜地崩壊対策事業を推進する。特に、近年の地

震に起因する急傾斜地の崩壊による災害が都市山麓周辺等の斜面で多発していること等に

鑑み、大規模地震の発生が懸念されている地域等においては、対策を着実に進めるととも

に、避難地・避難路等の安全確保に留意するものとする。また、土砂災害防止法等に基づ

く災害の発生するおそれのある危険箇所への家屋等の新規立地抑制及び住民との双方向性

を確保した迅速な情報提供等による警戒避難体制の整備等のソフト対策と、施設整備によ

るハード対策を一体的に実施し、災害の防止、被害の軽減等に努める。 

（２）誰もが安心して暮らせる生活の実現 

急傾斜地の崩壊による災害は、豪雨や地震の発生により局所的かつ突発的に発生する可

能性が高いことから、特に、犠牲となりやすい高齢者等災害弱者に配慮し、重点的に急傾

斜地崩壊対策事業を推進し、高齢者等が安全に暮らせる生活の実現を目指す。 

（３）都市等における豊かな自然環境・景観への配慮 

都市等を構成する重要な要素である樹木等の緑を積極的に活かし、生活空間における緑

の連続性・一体性の確保、良好な自然環境・景観の維持・形成を図るため、都市山麓グリ

ーンベルト整備事業のほか緑を活かした斜面対策を推進する。 

（４）魅力ある都市と個性ある地方づくりの支援 

重要交通網等を保全する斜面対策を重点的に実施し、地域の産業・経済基盤の安定を図

る。 

 

２ 事業の概要 

（１）急傾斜地の崩壊による災害からの安全・安心の確保 

○急傾斜地の崩壊による災害から保全される戸数 

【約40 万戸(H14)→約50 万戸(H19)】 

（２）誰もが安心して暮らせる生活の実現 
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○急傾斜地の崩壊による災害から保全される災害弱者関連施設数 

【約1,600 施設(H14)→約2,000 施設(H19)】 

（３）都市等における豊かな自然環境・景観への配慮 

・都市等の生活空間における緑を活かした斜面対策をH19 までに約100km を整備 

（４）魅力ある都市と個性ある地方づくりの支援 

・重要交通網等を保全する斜面対策をH19 までに約1,000 箇所で実施 



都市域における水と緑の公的空間確保量（㎡/人）

12（H14年度）→約８％増（H17年度速報値）→13（12を約1割増）（H18年度）

河川における汚濁負荷削減率

65%（H14年度）→73%（H17年度）→78%（H19年度）

洪水による氾濫から守られる区域の割合

約58％（H14年度）→約60％（H17年度）→約62％（H19年度）

床上浸水を緊急に解消すべき戸数（万戸）

約９（H14年度）→約6.6（H17年度速報値）→約６（H19年度）

土砂災害から保全される戸数（万戸）

約120（H14年度）→約130（H17年度）→約140（H19年度）

土砂災害から保全される災害時要援護者関連施設数（数）

3,100（H14年度）→約3,700（H17年度）→4,100（H19年度）

津波・高潮による災害から一定の水準の安全性が確保されていない地域の面積（万ha）

約15（H14年度）→約12.4（H17年度）→約10（H19年度）

地震時に防護施設の崩壊による水害が発生するおそれのある地域の解消（ha）

約13,000（H14年度）→約11,100（H17年度）→約10,000（H19年度）

失われた自然の水辺のうち、回復可能な自然の水辺の中で再生した水辺の割合

0（H14年度）→11%（H17年度）→約2割（H19年度）

失われた湿地や干潟のうち、回復可能な湿地や干潟の中で再生したものの割合

約2割（H14年度）→約2割（H17年度）→約3割（H19年度）

社会資本整備重点計画における河川局関連業績指標

業績指標
（初期値→実績値→目標値）

現行の重点目標

良好な自然環境の保全・再生・創出環境

暮らし 水と緑豊かで美しい都市空間等の形成等

水害等の災害に強い国土づくり

大規模な地震、火災に強い国土づくり等

安全
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洪水による氾濫から守られる区域の割合

【指標の定義】

当面の計画として、大河川においては３０年～４０年に１度
程度、中小河川においては５年～１０年に一度程度発生
する規模の降雨において、洪水の氾濫の防御が必要な区
域に対し、防御されている区域の割合

目標値：約62%（61.7%） （平成19年度）

初期値：約58%（57.8%） （平成14年度）

実績値：

57

58

59

60

61

62

H14 H15 H16 H17 H18 H19

約60%
(59.7)

約59%
(59.1)

約58%
(58.4)

約58%
(57.8)

H17H16H15H14
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床上浸水を緊急に解消すべき戸数

目標値：約6万戸 （平成19年度）

初期値：約9万戸 （平成14年度）

実績値：

約6.6
万戸

約7.4
万戸

約8.3
万戸

約9
万戸

H17H16H15H14

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

H14 H15 H16 H17 H18 H19

【指標の定義】

過去１０年間（平成４年から平成１３年までの間）に床上浸
水を受けた家屋のうち、被災時と同程度の出水で、依然と
して床上浸水被害を受ける可能性のある家屋数
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①土砂災害から保全される戸数
②【うち災害弱者関連施設数】

【指標の定義】

①全国の土石流危険渓流、地すべり危険箇所及び急傾斜地崩
壊危険箇所において、砂防事業、地すべり対策事業、急傾斜地
崩壊対策事業を実施することにより、土石流、地すべり及び急傾
斜地の崩壊による土砂災害から保全（安全が確保）される家屋
等の総戸数。

②土砂災害から保全される戸数のうち災害時要援護者関連施
設（病院、老人ホーム、幼稚園等）の総数。

長期目標値：①約340万戸 ②13,500施設

※事業の実施の対象となっている全ての家屋等の保全を図る。

５年目標値：①約140万戸 ②4,100施設 （平成19年度）

初 期 値：①約120万戸 ②3,100施設 （平成14年度）

実 績 値：

3,700施設3,500施設3,300施設3,100施設②

約130万戸
(130)

約130万戸
(127)

約120万戸
(124)

約120万戸
(119)

①

H17H16H15H14

110

115

120

125

130

135

140

H14 H15 H16 H17 H18 H19

3000

3250

3500

3750

4000

4250

4500

①実績値

①目標値

②実績値

②目標値

万戸（①） 施設（②）
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津波・高潮による災害から一定の水準の安全性
が確保されていない地域の面積

【指標の定義】

各地区の海岸で発生すると想定される津波・高潮に対し、
防護が不十分な海岸における背後地域の浸水想定面積

長期目標値：0ha

５年目標値：約10万ha （平成19年度）

初 期 値：約15万ha （平成14年度）

実 績 値：

約12.4万
ha

約12.9万
ha

約13.4万
ha

約15万
ha

H17H16H15H14
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